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国立大学法人旭川医科大学公益通報者保護規程の一部を改正する規程を次のように定める。 
 

旭川医科大学長 西 川 祐 司 
 

国立大学法人旭川医科大学公益通報者保護規程の一部を改正する規程 
 
国立大学法人旭川医科大学公益通報者保護規程（平成19年旭医大達第72号）の一部について，下表右欄（「現行」欄）を同表左欄（「改正後」

欄）のように改正する。 

改正後 現行 

（目的） （目的） 
第1条 この規程は，公益通報者保護法（平成16年法律第122号。以下

「法」という。）に則り，国立大学法人旭川医科大学（以下「本学」

という。）に対する本学役職員（派遣契約その他の契約等に基づき

本学の業務に従事する者及び通報した日から1年以内に本学を退職

した者を含む。以下同じ。）からの組織的又は個人的な法令違反行

為等の事実（以下，「通報対象事実」という。）が生じ，又は生じ

ようとしている旨の通報若しくは相談（以下「公益通報等」という。）

に関する適正な処理の仕組みを定めることにより，不正行為の早期

発見と是正を図るとともに，通報者又は相談者（以下「公益通報者

等」という。）を保護することを目的とする。 

第1条 この規程は，公益通報者保護法（平成16年法律第122号。以下

「法」という。）に則り，国立大学法人旭川医科大学（以下「本学」

という。）に対する本学職員（派遣契約その他の契約等に基づき本

学の業務に従事する者及び本学を退職した者を含む。以下同じ。）

からの組織的又は個人的な法令違反行為等の事実が生じ，又は生じ

ようとしている旨の通報若しくは相談（以下「公益通報等」という。）

に関する適正な処理の仕組みを定めることにより，不正行為の早期

発見と是正を図るとともに，通報者又は相談者（以下「公益通報者

等」という。）を保護することを目的とする。 

（通報対象事実） （通報の対象事実） 
第2条 （略） 第2条 （略） 
（公益通報等窓口） （公益通報及び相談の窓口） 

第3条 本学における公益通報等に対応するため，総務課（以下「内

部窓口」という。）及び本学が業務委託した法律事務所（以下「外

部窓口」という。）に通報・相談窓口を置く。 

第3条 本学における公益通報及び相談に対応するため，総務課（以

下「内部窓口」という。）及び本学が業務委託した法律事務所（以

下「外部窓口」という。）に通報・相談窓口を置く。 



2 （略） 
3 通報窓口の担当者以外の職員が公益通報等を受けたときは，速や

かに当該公益通報者等に対し通報・相談窓口に公益通報等を行うよ

うに助言しなければならない。（新設） 

2 （略） 

（公益通報等の方法） （公益通報等の方法） 
第4条 公益通報等の方法は，原則として文書，電子メール又はファ

ックスで行うものとする。ただし，書面で行うことができない特段

の事由があるときは，電話又は口頭で行うこともできる。 
2 通報・相談窓口担当者は，公益通報者等に対し，通報対象事実を

裏付ける証拠の提出を求めるものとする。（新設） 
（公益通報対応業務従事者の指定） 

第5条 公益通報等の受理，調査及び是正に係る業務等を行う者は，

公益通報対応業務従事者（以下「従事者」という。）として指定す

る。従事者は通報・相談窓口の担当者，関連委員会委員及び庶務担

当者に限らず，必要が生じた都度従事者として指定される。（新設）

2 学長は従事者を指定し，別紙様式1により当人に通知する。（新設）

第4条 公益通報及び相談の方法は，文書，電子メール，ファックス，

電話又は口頭によるものとする。 

（公益通報の受理等） （公益通報等の受付等） 
第6条 公益通報は，原則として，公益通報者の氏名を明らかにし，

法令違反行為等を行った，行っている又は行おうとしている者及び

その内容が具体的であるもの（別記様式2に記載し提出されたもの

又は通報内容が別記様式2の項目を満たすもの）を受理するものと

する。 

第5条 公益通報等は，原則として，公益通報者等の氏名を明らかに

し，法令違反行為等を行った，行っている又は行おうとしている者

及びその内容が具体的であるものを受け付けるものとする。 

2 総務課長は，公益通報を受理したときは，学長へ報告するものと

する。 
2 通報窓口の担当者は，公益通報等を受けたときは，速やかに当該

公益通報等を受領した旨を当該公益通報者等に通知し，学長へ報告

するものとする。 
3 学長は前項の報告を受けたときは，速やかに公益通報者に通報を

受理した旨を通知する。（新設） 
（削除） 

 
 
3 通報窓口の担当者以外の職員が公益通報等を受けたときは，速や

かに内部窓口又は外部窓口のいずれかの通報・相談窓口に連絡し，



又は当該公益通報者等に対し通報・相談窓口に公益通報等を行うよ

うに助言しなければならない。 
4 第3条第3項，第4条及び前3項に規定する取扱いは，匿名による公

益通報等に準用する。ただし，連絡先が知れない公益通報者への通

知は，この限りでない。 

4 前条及び前3項に規定する取扱いは，匿名による公益通報等に準用

する。ただし，連絡先が知れない公益通報者等への通知は，この限

りでない。 
（氏名等の秘匿を希望した場合の公益通報者） （氏名等の秘匿を希望した場合の公益通報者） 

第7条 公益通報者等の希望により，第3条第2項に掲げる者以外の者

に氏名，連絡先その他の当該公益通報者を識別することができる事

項を明らかにしないことができる。 

第6条 公益通報者の希望により，第3条第2項に掲げる者以外の者に

氏名，連絡先その他の当該公益通報者を識別することができる事項

を明らかにしないことができる。 
2 第6条第4項に規定する公益通報を行った者は，氏名，連絡先その

他の当該公益通報者を識別できる事項を明らかにしている場合に

は，その希望により，当該公益通報を受けた者及び第3条第2項に掲

げる者以外の者に氏名，連絡先その他の当該公益通報者を識別する

ことができる事項を明らかにしないことができる。 

2 第5条第3項に規定する公益通報を行った者は，氏名，連絡先その

他の当該公益通報者を識別できる事項を明らかにしている場合に

は，その希望により，当該公益通報を受けた者及び第3条第2項に掲

げる者以外の者に氏名，連絡先その他の当該公益通報者を識別する

ことができる事項を明らかにしないことができる。 
（事案関与の制限） （事案関与の制限） 

第8条 公益通報等の事案に関係すると認められる役職員は，通報・

相談窓口，調査，評価，その他当該事案の処理に関与することがで

きない。 
 2～3（略） 

第7条 公益通報等の事案に関係すると認められる役職員は，通報・

相談窓口，予備調査，調査，その他当該事案の処理に関与すること

ができない。 
 2～3（略） 

（調査） （予備調査） 
第9条 学長は，第6条第2項に規定する報告を受けたときは，通報対

象事実の有無を判断するため，直ちに，公益通報調査委員会（以下

「調査委員会」という。）の委員を指名し，調査を命じるものとす

る。 
2 本学諸規定違反に関する事案について，調査手続きが規定されて 
いるものについては当該規定に基づき取扱うものとする。（新設）

3 調査委員会の組織及び運営に関し必要な事項は，別に定める。（新

設） 

第8条 学長は，第5条第2項に規定する報告を受けたときは，本格的

な調査を実施すべきか否かを判断するため，直ちに，公益通報等予

備調査委員会（以下「予備調査委員会」という。）に予備調査を命

じるものとする。 



（削除） 2 予備調査委員会は，次に掲げる委員をもって組織する。 
 (1) 副学長 

 (2) 事務局長 
 (3) その他学長が必要と認めた者 
 3 予備調査委員会に委員長を置き，学長が指名する者をもって充て

る。 
 4 委員長は，予備調査委員会を招集して議長となり，本格的な調査

の必要性の有無を審議し，学長に報告する。 
 5 学長は，前項の報告を受けて，公益通報等を受けた日から20日以

内に，当該通報内容に係る調査の実施の有無等を決定し，公益通報

を受けた通報・相談窓口を通して，当該公益通報者等に通知しなけ

ればならない。この場合において，学長は，調査を実施しないとき

は，その理由を併せて通知するものとする。 
（評価） （調査） 

第10条 学長は，前条の調査の報告を受けたときは，速やかに公益通

報評価委員会（以下「評価委員会」という。）の委員を指名し，評

価を行わせるものとする。 
2 評価委員会の組織及び運営に関し必要な事項は，別に定める。（新

設） 

第9条 学長は，前条の予備調査の結果，本格的な調査の実施を決定

した場合には，速やかに公益通報等調査委員会（以下「調査委員会」

という。）の委員を指名し，調査を行わせるものとする。 

（削除） （調査委員会） 
 第10条 前条の調査委員会は，学長の指名により，次に掲げる委員を

もって組織する。 
 (1) 副学長のうちから 1人 
 (2) 教授のうちから 3人 
 (3) 事務局企画調整役（総務・教務担当）及び事務局次長（病院担

当）のうちから 1人 
 (4) その他学長が必要と認めた者 



 2 調査委員会に委員長を置き，前項第1号の委員をもって充てる。 
 3 委員長は，調査委員会を招集して議長となり，当該公益通報等に

関する調査を行うものとする。 
 4 委員長が必要と認める場合は，委員以外の者の出席を求め意見を

聴くことができる。 
 5 調査委員会は，委員の3分の2以上が出席しなければ，議事を開く

ことができない。 
 6 調査委員会は，調査が終了した場合は，速やかに学長に報告する

ものとする。 
 7 当該公益通報等に係る処理が終了したときは，学長の命により，

調査委員会の委員の任を解くものとする。 
（削除） （協力義務） 

 第11条 公益通報等がされた事項に関して協力を求められた者は，当

該調査に協力しなければならない。 
（結果の通知） （調査結果の通知） 

第11条 学長は，評価委員会の評価を踏まえ，当該公益通報の通報対

象事実の有無を判断し，その結果を，当該公益通報者及び被公益通

報者に対し，通知するものとする。この場合において，調査委員会

の調査結果から，通報対象事実がないと判断した場合は，その理由

を併せて通知するものとする。 

第12条 学長は，調査を終えたときは，公益通報を受けた通報・相談

窓口を通して，当該公益通報者等に対し，当該調査結果を通知する

ものとする。 

（是正措置等） （是正措置等） 
第12条 学長は，第9条の調査及び第10条の評価の結果，通報対象事

実が明らかになったときは，直ちに是正及び再発防止のための必要

な措置(以下「是正措置等」という。)を講じなければならない。 

2（略） 

第13条 学長は，調査の結果，通報対象事実が明らかになったときは，

直ちに是正及び再発防止のための必要な措置(以下「是正措置等」と

いう。)を講じなければならない。 
2（略） 

3 学長は，前2項の措置を講じたときはその旨を，公益通報を受けた

通報・相談窓口を通して，当該公益通報者に対して遅滞なく通知し，

必要に応じて，関係行政機関等に対し，当該調査及び是正措置等に

3 学長は，前2項の措置を講じたときはその旨を，公益通報を受けた

通報・相談窓口を通して，当該公益通報等に係る通報対象事実がな

いときはその旨を，当該公益通報者等に対して遅滞なく通知し，必



関し，報告を行うものとする。 要に応じて，関係行政機関等に対し，当該調査及び是正措置等に関

し，報告を行うものとする。 
（被通報者等への配慮） （被通報者等への配慮） 

第13条 学長は，第12条及び前条第3項の規定により公益通報者に通

知するときは，当該公益通報に係る被通報者（その者が法令違反等

を行った，行っている又は行おうとしていると通報された者をい

う。）又は当該調査に協力した者等の名誉，プライバシー等を侵害

することのないように配慮しなければならない。 
（協力義務） 

第14条 公益通報等がされた事項に関して協力を求められた者は，正

当な理由がある場合を除き，当該調査に協力しなければならない。

（新設） 

第14条 学長は，第12条及び前条第3項の規定により公益通報者等に

通知するときは，当該公益通報に係る被通報者（その者が法令違反

等を行った，行っている又は行おうとしていると通報された者をい

う。）又は当該調査に協力した者等の名誉，プライバシー等を侵害

することのないように配慮しなければならない。 

（守秘義務） （守秘義務） 
第15条 通報・相談窓口，通報窓口担当者，調査，評価，その他公益

通報等の事案に関与した者及び従事者は，当該事案に関し知ること

のできた秘密を漏らしてはならない。従事者でなくなった後及び当

該事案への関与が終了した後も同様とする。 

第15条 通報・相談窓口，通報窓口担当者，予備調査，調査，その他

公益通報等の事案に関与した者は，業務上知ることのできた秘密を

漏らしてはならない。当該通報窓口担当者等でなくなった後も同様

とする。 
（解雇の禁止） （解雇の禁止） 

第16条 学長は，第18条の場合を除き公益通報等を行ったことを理由

として，公益通報者等に対し解雇（派遣契約その他の契約に基づき

本学の業務に従事する者にあっては，当該契約の解除）を行っては

ならない。 

第16条 学長は，公益通報等を行ったことを理由として，公益通報者

等に対し解雇（派遣契約その他の契約に基づき本学の業務に従事す

る者にあっては，当該契約の解除）を行ってはならない。 

（不利益取扱いの禁止） （不利益取扱いの禁止） 
第17条 学長，その他の役員及び職員は，第18条の場合を除き，公益

通報等を行ったことを理由として，公益通報者等に対し不利益な取

扱いを行ってはならない。 

第17条 学長，その他の役員及び職員は，公益通報等を行ったことを

理由として，公益通報者等に対し不利益な取扱いを行ってはならな

い。 
（不正目的の通報制限） （不正目的の通報制限） 

第18条 公益通報者等は，虚偽の通報，誹謗中傷を目的とする通報そ 第18条 公益通報者等は，虚偽の通報，誹謗中傷を目的とする通報そ



の他の不正の目的の通報をしてはならない。 
2 学長は，前項の不正の目的の通報をした通報者に対し，懲戒処分

等を課すことができる。（新設） 

の他の不正の目的の通報をしてはならない。 

（公益通報に該当しない通報等に対する準用） （公益通報に該当しない通報等に対する準用） 
第19条 本学の職員以外の者からの通報又は法別表に掲げるもの以

外の法令等に係る通報については，公益通報等の例に準じて取扱う

ものとする。 

第19条 本学の職員以外の者からの通報又は法別表に掲げるもの以

外の法令等（本学の規則等を含む。ただし，研究活動に関する不正

行為を除く。）に係る通報については，公益通報等の例に準じて取

扱うものとする。 
（削除） （庶務） 

 第20条 予備調査委員会及び調査委員会の庶務は，総務課において処

理する。 
（雑則） （雑則） 

第20条 この規程に定めるもののほか，公益通報の処理等に関し必要

な事項は，学長が別に定める。 
第21条 この規程に定めるもののほか，公益通報の処理等に関し必要

な事項は，学長が別に定める。 
附 則  

この規程は，令和4年12月14日から施行する。 
 
様式1（規程第5条第2項関係）（新設） 
様式2（規程第6条第1項関係）（新設） 
 

【制定理由】 
法改正に伴い，所要の改正を行うとともに規程の整備を図るものであ

る。 

 

 


